
 

瀬戸市市税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２３年１２月２６日 

瀬戸市長 増 岡 錦 也  

瀬戸市条例第２０号 

   瀬戸市市税条例等の一部を改正する条例 

 （瀬戸市市税条例の一部改正） 

第１条 瀬戸市市税条例（昭和４０年瀬戸市条例第６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（寄附金税額控除） （寄附金税額控除） 

第１８条 所得割の納税義務者が、前年中に法第

３１４条の７第１項第１号及び第２号に掲げる

寄附金又は次に掲げる寄附金若しくは金銭（市

内に事務所若しくは事業所を有する法人等に対

する寄附金又は愛知県の許可を受けた認定特定

公益信託（市内に事務所又は事業所を有する法

人が管理するものに限る。）の信託財産とする

ために支出した金銭に限る。）を支出した場合

においては、法第３１４条の７第１項に規定す

るところにより控除すべき額（当該納税義務者

が前年中に同項第１号に掲げる寄附金を支出し

た場合にあっては、当該控除すべき金額に特例

控除額を加算した金額。以下この項において

「控除額」という。）をその者の第１５条及び

前条の規定を適用した場合の所得割の額から控

除するものとする。この場合において、当該控

除額が当該所得割の額を超えるときは、当該控

除額は、当該所得割の額に相当する金額とす

第１８条 所得割の納税義務者が、前年中に次に

掲げる寄附金又は金銭（第３号から第１２号ま

でに掲げるものに関しては、市内に事務所若し

くは事業所を有する法人等に対する寄附金又は

愛知県の許可を受けた認定特定公益信託（市内

に事務所又は事業所を有する法人が管理するも

のに限る。）の信託財産とするために支出した

金銭に限る。）を支出し、当該寄附金又は金銭

の額の合計額（当該合計額が前年の総所得金

額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額の

１００分の３０に相当する金額を超える場合に

は、当該１００分の３０に相当する金額）が

５，０００円を超える場合には、その超える金

額の１００分の６に相当する金額（当該納税義

務者が前年中に第１号に掲げる寄附金を支出

し、当該寄附金の額の合計額が５，０００円を

超える場合にあっては、当該１００分の６に相

当する金額に特例控除額を加算した金額。以下



 

る。 この項において「控除額」という。）をその者

の第１５条及び前条の規定を適用した場合の所

得割の額から控除するものとする。この場合に

おいて、当該控除額が当該所得割の額を超える

ときは、当該控除額は、当該所得割の額に相当

する金額とする。 

 ⑴ 都道府県、市町村又は特別区に対する寄附

金（当該納税義務者がその寄附によつて設け

られた設備を専属的に利用することその他特

別の利益が当該納税義務者に及ぶと認められ

るものを除く。） 

 ⑵ 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第

１１３条第２項に規定する共同募金会（その

主たる事務所を県内に有するものに限る。）

又は日本赤十字社に対する寄附金（県内に事

務所を有する日本赤十字社の支部において収

納されたものに限る。）で、令第７条の１７

各号の規定により定めるもの 

⑴ ＜省略＞ ⑶ ＜省略＞ 

⑵ ＜省略＞ ⑷ ＜省略＞ 

⑶ ＜省略＞ ⑸ ＜省略＞ 

⑷ 所得税法施行令第２１７条第２号に規定す

る法人に対する寄附金（法第３１４条の７第

１項第２号に掲げるものを除く。当該法人の

主たる目的である業務に関連するものに限

る。） 

⑹ 所得税法施行令第２１７条第２号に規定す

る法人（第２号に掲げるものを除く。）に対

する寄附金（当該法人の主たる目的である業

務に関連するものに限る。） 

⑸ ＜省略＞ ⑺ ＜省略＞ 

⑹ 所得税法施行令第２１７条第４号に規定す

る学校法人に対する寄附金（当該法人の主た

る目的である業務に関連するものに限る。） 

⑻ 所得税法施行令第２１７条第４号に規定す

る法人に対する寄附金（当該法人の主たる目

的である業務に関連するものに限る。） 

⑺ 所得税法施行令第２１７条第５号に規定す

る社会福祉法人に対する寄附金（法第３１４

条の７第１項第２号に掲げるものを除く。当

該法人の主たる目的である業務に関連するも

⑼ 所得税法施行令第２１７条第５号に規定す

る社会福祉法人に対する寄附金（当該法人の

主たる目的である業務に関連するものに限

る。） 



 

のに限る。） 

⑻ ＜省略＞ ⑽ ＜省略＞ 

⑼ ＜省略＞ ⑾ ＜省略＞ 

⑽ 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第４１条の１８の２第２項に規定する特

定非営利活動に関する寄附金（その寄附をし

た者に特別の利益が及ぶと認められるものを

除く。） 

⑿ 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第４１条の１８の３に規定する認定特定

非営利活動法人が行う特定非営利活動促進法

（平成１０年法律第７号）第２条第１項に規

定する特定非営利活動に係る事業に関連する

寄附金（その寄附をした者に特別の利益が及

ぶと認められるものを除く。） 

２ 前項の特例控除額は、法第３１４条の７第２

項に定めるところにより計算した金額とする。 

２ 前項の特例控除額は、同項の所得割の納税義

務者が前年中に支出した同項第１号に掲げる寄

附金の額の合計額のうち５，０００円を超える

金額に、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

当該各号に定める割合を乗じて得た金額の５分

の３に相当する金額（当該金額が当該納税義務

者の第１５条及び前条の規定を適用した場合の

所得割の額の１００分の１０に相当する金額を

超えるときは、当該１００分の１０に相当する

金額）とする。 

 ⑴ 当該納税義務者が第１５条第２項に規定す

る課税総所得金額（以下この項において「課

税総所得金額」という。）を有する場合にお

いて、当該課税総所得金額から当該納税義務

者に係る前条第１号アに掲げる金額（以下こ

の項において「人的控除差調整額」とい

う。）を控除した金額が０以上であるとき 

当該控除後の金額について、次の表の左欄に

掲げる金額の区分に応じ、それぞれ同表の右

欄に掲げる割合 

 
 

１９５万円以下の金額 １００分の

８５ 

１９５万円を超え３３０ １００分の 



 

万円以下の金額 ８０ 

３３０万円を超え６９５

万円以下の金額 

１００分の

７０ 

６９５万円を超え９００

万円以下の金額 

１００分の

６７ 

９００万円を超え１，８

００万円以下の金額 

１００分の

５７ 

１，８００万円を超える

金額 

１００分の

５０ 
 

 ⑵ 当該納税義務者が課税総所得金額を有する

場合において、当該課税総所得金額から当該

納税義務者に係る人的控除差調整額を控除し

た金額が０を下回るときであって、当該納税

義務者が第１５条第２項に規定する課税山林

所得金額（以下この項において「課税山林所

得金額」という。）及び同条第２項に規定す

る課税退職所得金額（以下この項において

「課税退職所得金額」という。）を有しない

とき １００分の９０ 

 ⑶ 当該納税義務者が課税総所得金額を有する

場合において当該課税総所得金額から当該納

税義務者に係る人的控除差調整額を控除した

金額が０を下回るとき又は当該納税義務者が

課税総所得金額を有しない場合であって、当

該納税義務者が課税山林所得金額又は課税退

職所得金額を有するとき 次のア又はイに掲

げる場合の区分に応じ、それぞれア又はイに

定める割合（ア及びイに掲げる場合のいずれ

にも該当するときは、当該ア又はイに定める

割合のうちいずれか低い割合） 

 ア 課税山林所得金額を有する場合 当該課

税山林所得金額の５分の１に相当する金額



 

について、第１号の表の左欄に掲げる金額

の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げ

る割合 

 イ 課税退職所得金額を有する場合 当該課

税退職所得金額について、第１号の表の左

欄に掲げる金額の区分に応じ、それぞれ同

表の右欄に掲げる割合 

第２０条 ＜省略＞ 第２０条 ＜省略＞ 

２ 前項本文の場合には、当該確定申告書に記載

された事項（施行規則第２条の３第１項に規定

する事項を除く。）のうち法第３１７条の２第

１項各号又は第３項に規定する事項に相当する

もの及び次項の規定により附記された事項は、

前条第１項から第４項までの規定による申告書

に記載されたものとみなす。 

２ 前項本文の場合には、当該確定申告書に記載

された事項（施行規則第２条の３第１項各号に

掲げる事項を除く。）のうち法第３１７条の２

第１項各号又は第３項に規定する事項に相当す

るもの及び次項の規定により附記された事項

は、前条第１項から第４項までの規定による申

告書に記載されたものとみなす。 

３ ＜省略＞  ３ ＜省略＞  

附 則 附 則 

（寄附金税額控除における特例控除額の特例） （寄附金税額控除における特例控除額の特例） 

第５条の２の９ 第１８条の規定の適用を受ける

市民税の所得割の納税義務者が、法第３１４条

の７第２項第２号若しくは第３号に掲げる場合

に該当する場合又は第１５条第２項に規定する

課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山

林所得金額を有しない場合であって、当該納税

義務者の前年中の所得について、附則第５条の

３第１項、附則第５条の４第１項、附則第６条

第１項、附則第７条第１項、附則第７条の２第

１項又は附則第７条の２の７第１項の規定の適

用を受けるときは、第１８条第２項に規定する

特例控除額は、同項の規定にかかわらず、法附

則第５条の５第２項に定めるところにより計算

した金額とする。 

第５条の２の９ 第１８条の規定の適用を受ける

市民税の所得割の納税義務者が、同条第２項第

２号若しくは第３号に掲げる場合に該当する場

合又は第１５条第２項に規定する課税総所得金

額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額を

有しない場合であって、当該納税義務者の前年

中の所得について、附則第５条の３第１項、附

則第５条の４第１項、附則第６条第１項、附則

第７条第１項、附則第７条の２第１項又は附則

第７条の２の７第１項の規定の適用を受けると

きは、第１８条第２項に規定する特例控除額

は、同項第２号及び第３号の規定にかかわら

ず、当該納税義務者が前年中に支出した同条第

１項第１号に掲げる寄附金の額の合計額のうち

５，０００円を超える金額に、次の各号に掲げ

る場合の区分に応じ、当該各号に定める割合



 

（当該各号に掲げる場合の２以上に該当すると

きは、当該各号に定める割合のうち最も低い割

合）を乗じて得た金額の５分の３に相当する金

額（当該金額が当該納税義務者の第１５条及び

第１７条の規定を適用した場合の所得割の額の

１００分の１０に相当する金額を超えるとき

は、当該１００分の１０に相当する金額）とす

る。 

 ⑴ 第１５条第２項に規定する課税山林所得金

額を有する場合 当該課税山林所得金額の５

分の１に相当する金額について、第１８条第

２項第１号の表の左欄に掲げる金額の区分に

応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる割合 

 ⑵ 第１５条第２項に規定する課税退職所得金

額を有する場合 当該課税退職所得金額につ

いて、第１８条第２項第１号の表の左欄に掲

げる金額の区分に応じ、それぞれ同表の右欄

に掲げる割合 

 ⑶ 前年中の所得について附則第５条の４第１

項の規定の適用を受ける場合 １００分の５

０ 

 ⑷ 前年中の所得について附則第７条第１項の

規定の適用を受ける場合 １００分の６０ 

 ⑸ 前年中の所得について附則第５条の３第１

項、附則第６条第１項、附則第７条の２第１

項又は附則第７条の２の７第１項の規定の適

用を受ける場合 １００分の７５ 

（上場株式等に係る配当所得に係る市民税の課

税の特例） 

（上場株式等に係る配当所得に係る市民税の課

税の特例） 

第５条の３ ＜省略＞ 第５条の３ ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

⑴ ＜省略＞  ⑴ ＜省略＞  



 

⑵ 第１７条から第１８条の２まで、第１８条

の３第１項、附則第５条の２の６第１項、附

則第５条の２の８第１項及び附則第５条の２

の８の２第１項の規定の適用については、第

１７条中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額及び附則第５条の３第１項の規定による

市民税の所得割の額」と、第１８条第１項前

段、第１８条の２、第１８条の３第１項、附

則第５条の２の６第１項、附則第５条の２の

８第１項及び附則第５条の２の８の２第１項

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並

びに附則第５条の３第１項の規定による市民

税の所得割の額」と、第１８条第１項後段中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び

附則第５条の３第１項の規定による市民税の

所得割の額の合計額」とする。 

⑵ 第１７条から第１８条の２まで、第１８条

の３第１項、附則第５条の２の６第１項、附

則第５条の２の８第１項、附則第５条の２の

８の２第１項及び附則第５条の２の９の規定

の適用については、第１７条中「所得割の

額」とあるのは「所得割の額及び附則第５条

の３第１項の規定による市民税の所得割の

額」と、第１８条第１項中「山林所得金額」

とあるのは「山林所得金額並びに附則第５条

の３第１項に規定する上場株式等に係る配当

所得の金額」と、同項前段、第１８条の２、

第１８条の３第１項、附則第５条の２の６第

１項、附則第５条の２の８第１項及び附則第

５条の２の８の２第１項中「所得割の額」と

あるのは「所得割の額並びに附則第５条の３

第１項の規定による市民税の所得割の額」

と、第１８条第１項後段中「所得割の額」と

あるのは「所得割の額及び附則第５条の３第

１項の規定による市民税の所得割の額の合計

額」と、同条第２項及び附則第５条の２の９

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並

びに附則第５条の３第１項の規定による市民

税の所得割の額の合計額」とする。 

⑶ ＜省略＞ ⑶ ＜省略＞ 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る個人の

市民税の課税の特例） 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る個人の

市民税の課税の特例） 

第５条の４ ＜省略＞ 第５条の４ ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

⑴ ＜省略＞  ⑴ ＜省略＞  

⑵ 第１７条から第１８条の２まで、第１８条

の３第１項、附則第５条の２の６第１項、附

則第５条の２の８第１項及び附則第５条の２

⑵ 第１７条から第１８条の２まで、第１８条

の３第１項、附則第５条の２の６第１項、附

則第５条の２の８第１項、附則第５条の２の



 

の８の２第１項の規定の適用については、第

１７条中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額及び附則第５条の４第１項の規定による

市民税の所得割の額」と、第１８条第１項前

段、第１８条の２、第１８条の３第１項、附

則第５条の２の６第１項、附則第５条の２の

８第１項及び附則第５条の２の８の２第１項

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並

びに附則第５条の４第１項の規定による市民

税の所得割の額」と、第１８条第１項後段中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び

附則第５条の４第１項の規定による市民税の

所得割の額の合計額」とする。 

８の２第１項及び附則第５条の３の規定の適

用については、第１７条中「所得割の額」と

あるのは「所得割の額及び附則第５条の４第

１項の規定による市民税の所得割の額」と、

第１８条第１項中「山林所得金額」とあるの

は「山林所得金額並びに附則第５条の４第１

項に規定する土地等に係る事業所得等の金

額」と、同項前段、第１８条の２、第１８条

の３第１項、附則第５条の２の６第１項、附

則第５条の２の８第１項及び附則第５条の２

の８の２第１項中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第５条の４第１項の

規定による市民税の所得割の額」と、第１８

条第１項後段中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第５条の４第１項の規

定による市民税の所得割の額の合計額」と、

同条第２項及び附則第５条の３中「所得割の

額」とあるのは「所得割の額並びに附則第５

条の４第１項の規定による市民税の所得割の

額の合計額」とする。 

⑶ ＜省略＞  ⑶ ＜省略＞  

４ ＜省略＞ ４ ＜省略＞ 

（長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特

例） 

（長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特

例） 

第６条 ＜省略＞ 第６条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

⑴ ＜省略＞ ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 第１７条から第１８条の２まで、第１８条

の３第１項、附則第５条の２の６第１項、附

則第５条の２の８第１項及び附則第５条の２

の８の２第１項の規定の適用については、第

１７条中「所得割の額」とあるのは「所得割

⑵ 第１７条から第１８条の２まで、第１８条

の３第１項、附則第５条の２の６第１項、附

則第５条の２の８第１項、附則第５条の２の

８の２第１項及び附則第５条の３の規定の適

用については、第１７条中「所得割の額」と



 

の額及び附則第６条第１項の規定による市民

税の所得割の額」と、第１８条第１項前段、

第１８条の２、第１８条の３第１項、附則第

５条の２の６第１項、附則第５条の２の８第

１項及び附則第５条の２の８の２第１項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並び

に附則第６条第１項の規定による市民税の所

得割の額」と、第１８条第１項後段中「所得

割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第

６条第１項の規定による市民税の所得割の額

の合計額」とする。 

あるのは「所得割の額及び附則第６条第１項

の規定による市民税の所得割の額」と、第１

８条第１項中「山林所得金額」とあるのは

「山林所得金額並びに附則第６条第１項に規

定する長期譲渡所得の金額」と、同項前段、

第１８条の２、第１８条の３第１項、附則第

５条の２の６第１項、附則第５条の２の８第

１項及び附則第５条の２の８の２第１項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並び

に附則第６条第１項の規定による市民税の所

得割の額」と、第１８条第１項後段中「所得

割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第

６条第１項の規定による市民税の所得割の額

の合計額」と、同条第２項及び附則第５条の

３中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

並びに附則第６条第１項の規定による市民税

の所得割の額の合計額」とする。 

⑶ ＜省略＞  ⑶ ＜省略＞  

（短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特

例） 

（短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特

例） 

第７条 ＜省略＞ 第７条 ＜省略＞ 

２から４まで ＜省略＞  ２から４まで ＜省略＞  

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

⑴ ＜省略＞ ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 第１７条から第１８条の２まで、第１８条

の３第１項、附則第５条の２の６第１項、附

則第５条の２の８第１項及び附則第５条の２

の８の２第１項の規定の適用については、第

１７条中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額及び附則第７条第１項の規定による市民

税の所得割の額」と、第１８条第１項前段、

第１８条の２、第１８条の３第１項、附則第

５条の２の６第１項、附則第５条の２の８第

⑵ 第１７条から第１８条の２まで、第１８条

の３第１項、附則第５条の２の６第１項、附

則第５条の２の８第１項、附則第５条の２の

８の２第１項及び附則第５条の３の規定の適

用については、第１７条中「所得割の額」と

あるのは「所得割の額及び附則第７条第１項

の規定による市民税の所得割の額」と、第１

８条第１項中「山林所得金額」とあるのは

「山林所得金額並びに附則第７条第１項に規



 

１項及び附則第５条の２の８の２第１項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並び

に附則第７条第１項の規定による市民税の所

得割の額」と、第１８条第１項後段中「所得

割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第

７条第１項の規定による市民税の所得割の額

の合計額」とする。 

定する短期譲渡所得の金額」と、同項前段、

第１８条の２、第１８条の３第１項、附則第

５条の２の６第１項、附則第５条の２の８第

１項及び附則第５条の２の８の２第１項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並び

に附則第７条第１項の規定による市民税の所

得割の額」と、第１８条第１項後段中「所得

割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第

７条第１項の規定による市民税の所得割の額

の合計額」と、同条第２項及び附則第５条の

３中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

並びに附則第７条第１項の規定による市民税

の所得割の額の合計額」とする。 

⑶ ＜省略＞  ⑶ ＜省略＞  

（株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税

の課税の特例） 

（株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税

の課税の特例） 

第７条の２ ＜省略＞  第７条の２ ＜省略＞  

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 

⑴ ＜省略＞  ⑴ ＜省略＞  

⑵ 第１７条から第１８条の２まで、第１８条

の３第１項、附則第５条の２の６第１項、附

則第５条の２の８第１項及び附則第５条の２

の８の２第１項の規定の適用については、第

１７条中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額及び附則第７条の２第１項の規定による

市民税の所得割の額」と、第１８条第１項前

段、第１８条の２、第１８条の３第１項、附

則第５条の２の６第１項、附則第５条の２の

８第１項及び附則第５条の２の８の２第１項

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並

びに附則第７条の２第１項の規定による市民

税の所得割の額」と、第１８条第１項後段中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び

附則第７条の２第１項の規定による市民税の

⑵ 第１７条から第１８条の２まで、第１８条

の３第１項、附則第５条の２の６第１項、附

則第５条の２の８第１項、附則第５条の２の

８の２第１項及び附則第５条の３の規定の適

用については、第１７条中「所得割の額」と

あるのは「所得割の額及び附則第７条の２第

１項の規定による市民税の所得割の額」と、

第１８条第１項中「山林所得金額」とあるの

は「山林所得金額並びに附則第７条の２第１

項に規定する株式等に係る譲渡所得等の金

額」と、同項前段、第１８条の２、第１８条

の３第１項、附則第５条の２の６第１項、附

則第５条の２の８第１項及び附則第５条の２

の８の２第１項中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第７条の２第１項の



 

所得割の額の合計額」とする。 規定による市民税の所得割の額」と、第１８

条第１項後段中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第７条の２第１項の規

定による市民税の所得割の額の合計額」と、

同条第２項及び附則第５条の３中「所得割の

額」とあるのは「所得割の額並びに附則第７

条の２第１項の規定による市民税の所得割の

額の合計額」とする。 

⑶ ＜省略＞ ⑶ ＜省略＞ 

（先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税

の課税の特例） 

（先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税

の課税の特例） 

第７条の２の７ ＜省略＞ 第７条の２の７ ＜省略＞ 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 

⑴ ＜省略＞  ⑴ ＜省略＞  

⑵ 第１７条から第１８条の２まで、第１８条

の３第１項、附則第５条の２の６第１項、附

則第５条の２の８第１項及び附則第５条の２

の８の２第１項の規定の適用については、第

１７条中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額及び附則第７条の２の７第１項の規定に

よる市民税の所得割の額」と、第１８条第１

項前段、第１８条の２、第１８条の３第１

項、附則第５条の２の６第１項、附則第５条

の２の８第１項及び第５条の２の８の２第１

項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

並びに附則第７条の２の７第１項の規定によ

る市民税の所得割の額」と、第１８条第１項

後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の

額及び附則第７条の２の７第１項の規定によ

る市民税の所得割の額の合計額」とする。 

⑵ 第１７条から第１８条の２まで、第１８条

の３第１項、附則第５条の２の６第１項、附

則第５条の２の８第１項、附則第５条の２の

８の２第１項及び附則第５条の３の規定の適

用については、第１７条中「所得割の額」と

あるのは「所得割の額及び附則第７条の２の

７第１項の規定による市民税の所得割の額」

と、第１８条第１項中「山林所得金額」とあ

るのは「山林所得金額並びに附則第７条の２

の７第１項に規定する先物取引に係る雑所得

等の金額」と、同項前段、第１８条の２、第

１８条の３第１項、附則第５条の２の６第１

項、附則第５条の２の８第１項及び第５条の

２の８の２第１項中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額並びに附則第７条の２の７第

１項の規定による市民税の所得割の額」と、

第１８条第１項後段中「所得割の額」とある

のは「所得割の額及び附則第７条の２の７第

１項の規定による市民税の所得割の額の合計

額」と、同条第２項及び附則第５条の３中



 

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並び

に附則第７条の２の７第１項の規定による市

民税の所得割の額の合計額」とする。 

⑶ ＜省略＞  ⑶ ＜省略＞  

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個

人の市民税の課税の特例） 

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個

人の市民税の課税の特例） 

第７条の２の９ ＜省略＞ 第７条の２の９ ＜省略＞ 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 

⑴ ＜省略＞ ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 第１７条から第１８条の２まで、第１８条

の３第１項、附則第５条の２の６第１項、附

則第５条の２の８第１項及び附則第５条の２

の８の２第１項の規定の適用については、第

１７条中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額及び附則第７条の２の９第１項の規定に

よる市民税の所得割の額」と、第１８条第１

項前段、第１８条の２、第１８条の３第１

項、附則第５条の２の６第１項、附則第５条

の２の８第１項及び附則第５条の２の８の２

第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額並びに附則第７条の２の９第１項の規定

による市民税の所得割の額」と、第１８条第

１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額及び附則第７条の２の９第１項の規定

による市民税の所得割の額の合計額」とす

る。 

⑵ 第１７条から第１８条の２まで、第１８条

の３第１項、附則第５条の２の６第１項、附

則第５条の２の８第１項、附則第５条の２の

８の２第１項及び附則第５条の３の規定の適

用については、第１７条中「所得割の額」と

あるのは「所得割の額及び附則第７条の２の

９第１項の規定による市民税の所得割の額」

と、第１８条第１項中「山林所得金額」とあ

るのは「山林所得金額並びに附則第７条の２

の７第１項に規定する条約適用利子等の額」

と、同項前段、第１８条の２、第１８条の３

第１項、附則第５条の２の６第１項、附則第

５条の２の８第１項及び附則第５条の２の８

の２第１項中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第７条の２の９第１項の

規定による市民税の所得割の額」と、第１８

条第１項後段中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第７条の２の９第１項

の規定による市民税の所得割の額の合計額」

と、同条第２項及び附則第５条の３中「所得

割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則

第７条の２の９第１項の規定による市民税の

所得割の額の合計額」とする。 

⑶及び⑷ ＜省略＞ ⑶及び⑷ ＜省略＞ 



 

３及び４ ＜省略＞ ３及び４ ＜省略＞ 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次

に定めるところによる。 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次

に定めるところによる。 

⑴ ＜省略＞ ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 第１７条から第１８条の２まで、第１８条

の３第１項、附則第５条の２の６第１項、附

則第５条の２の８第１項及び附則第５条の２

の８の２第１項の規定の適用については、第

１７条中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額及び附則第７条の２の９第３項の規定に

よる市民税の所得割の額」と、第１８条第１

項前段、第１８条の２、第１８条の３第１

項、附則第５条の２の６第１項、附則第５条

の２の８第１項及び附則第５条の２の８の２

第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額並びに附則第７条の２の９第３項の規定

による市民税の所得割の額」と、第１８条第

１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額及び附則第７条の２の９第３項の規定

による市民税の所得割の額の合計額」と、第

１８条の３第１項中「第１３条第４項」とあ

るのは「附則第７条の２の９第４項」とす

る。 

⑵ 第１７条から第１８条の２まで、第１８条

の３第１項、附則第５条の２の６第１項、附

則第５条の２の８第１項、附則第５条の２の

８の２第１項及び附則第５条の３の規定の適

用については、第１７条中「所得割の額」と

あるのは「所得割の額及び附則第７条の２の

９第３項の規定による市民税の所得割の額」

と、第１８条第１項中「山林所得金額」とあ

るのは「山林所得金額並びに附則第７条の２

の７第３項に規定する条約適用配当等の額」

と、同項前段、第１８条の２、第１８条の３

第１項、附則第５条の２の６第１項、附則第

５条の２の８第１項及び附則第５条の２の８

の２第１項中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第７条の２の９第３項の

規定による市民税の所得割の額」と、第１８

条第１項後段中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第７条の２の９第３項

の規定による市民税の所得割の額の合計額」

と、同条第２項及び附則第５条の３中「所得

割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則

第７条の２の９第３項の規定による市民税の

所得割の額の合計額」と、第１８条の２第１

項中「第１３条第４項」とあるのは「附則第

７条の２の９第４項」とする。 

⑶及び⑷ ＜省略＞ ⑶及び⑷ ＜省略＞ 

６ ＜省略＞ ６ ＜省略＞ 
  

 （瀬戸市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 瀬戸市市税条例の一部を改正する条例（平成２０年瀬戸市条例第



 

１９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

   附 則 附 則 

（個人の市民税に関する経過措置） （個人の市民税に関する経過措置） 

第２条 ＜省略＞ 第２条 ＜省略＞ 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 

４ 市民税の所得割の納税義務者が、平成２１年

１月１日から平成２５年１２月３１日までの間

に支払を受けるべき新条例附則第５条の３第１

項に規定する上場株式等の配当等を有する場合

には、当該上場株式等の配当等に係る配当所得

については、同項前段の規定により、上場株式

等に係る課税配当所得の金額（同項前段に規定

する上場株式等に係る課税配当所得の金額をい

う。以下この項において同じ。）に対して課す

る市民税の所得割の額は、同条第１項前段の規

定にかかわらず、当該上場株式等に係る課税配

当所得の金額の１００分の１．８に相当する額

とする。 

４ 市民税の所得割の納税義務者が、平成２１年

１月１日から平成２３年１２月３１日までの間

に支払を受けるべき新条例附則第５条の３第１

項に規定する上場株式等の配当等を有する場合

には、当該上場株式等の配当等に係る配当所得

については、同項前段の規定により、上場株式

等に係る課税配当所得の金額（同項前段に規定

する上場株式等に係る課税配当所得の金額をい

う。以下この項において同じ。）に対して課す

る市民税の所得割の額は、同条第１項前段の規

定にかかわらず、当該上場株式等に係る課税配

当所得の金額の１００分の１．８に相当する額

とする。 

５から１０まで ＜省略＞ ５から１０まで ＜省略＞ 

１１ 市民税の所得割の納税義務者が、平成２１

年１月１日から平成２５年１２月３１日までの

間に地方税法等の一部を改正する法律（平成２

０年法律第２１号）第１条の規定による改正後

の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則

第３５条の２の６第１２項に規定する上場株式

等（以下この項において「上場株式等」とい

う。）の譲渡（新条例附則第７条の２の２第２

項に規定する譲渡をいう。）のうち租税特別措

置法第３７条の１２の２第２項各号に掲げる上

場株式等の譲渡をした場合には、当該上場株式

１１ 市民税の所得割の納税義務者が、平成２１

年１月１日から平成２３年１２月３１日までの

間に地方税法等の一部を改正する法律（平成２

０年法律第２１号）第１条の規定による改正後

の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則

第３５条の２の６第１２項に規定する上場株式

等（以下この項において「上場株式等」とい

う。）の譲渡（新条例附則第７条の２の２第２

項に規定する譲渡をいう。）のうち租税特別措

置法第３７条の１２の２第２項各号に掲げる上

場株式等の譲渡をした場合には、当該上場株式



 

等の譲渡による事業所得、譲渡所得及び雑所得

（同法第３２条第２項の規定に該当する譲渡所

得を除く。）については、新条例附則第７条の

２第１項の規定により同項に規定する株式等に

係る譲渡所得等の金額のうち当該上場株式等の

譲渡に係る事業所得の金額、譲渡所得の金額及

び雑所得の金額として地方税法施行令及び国有

資産等所在市町村交付金法施行令の一部を改正

する政令（平成２０年政令第１５２号）附則第

７条第１０項に定めるところにより計算した金

額（以下この項において「上場株式等に係る譲

渡所得等の金額」という。）に対して課する市

民税の所得割の額は、新条例附則第７条の２第

１項の規定にかかわらず、上場株式等に係る課

税譲渡所得等の金額（上場株式等に係る譲渡所

得等の金額（次項の規定により読み替えて適用

される新条例附則第７条の２第２項の規定によ

り読み替えて適用される新条例第１３条の２の

規定の適用がある場合には、その適用後の金

額）をいう。）の１００分の１．８に相当する

金額とする。 

等の譲渡による事業所得、譲渡所得及び雑所得

（同法第３２条第２項の規定に該当する譲渡所

得を除く。）については、新条例附則第７条の

２第１項の規定により同項に規定する株式等に

係る譲渡所得等の金額のうち当該上場株式等の

譲渡に係る事業所得の金額、譲渡所得の金額及

び雑所得の金額として地方税法施行令及び国有

資産等所在市町村交付金法施行令の一部を改正

する政令（平成２０年政令第１５２号）附則第

７条第１０項に定めるところにより計算した金

額（以下この項において「上場株式等に係る譲

渡所得等の金額」という。）に対して課する市

民税の所得割の額は、新条例附則第７条の２第

１項の規定にかかわらず、上場株式等に係る課

税譲渡所得等の金額（上場株式等に係る譲渡所

得等の金額（次項の規定により読み替えて適用

される新条例附則第７条の２第２項の規定によ

り読み替えて適用される新条例第１３条の２の

規定の適用がある場合には、その適用後の金

額）をいう。）の１００分の１．８に相当する

金額とする。 

１２から１５まで ＜省略＞ １２から１５まで ＜省略＞ 

１６ 平成２１年１月１日から平成２５年１２月

３１日までの期間内に新条例附則第７条の２の

９第３項に規定する所得割の納税義務者が支払

を受けるべき同項に規定する条約適用配当等に

係る同項の規定の適用については、同項中「１

００分の５」とあるのは「１００分の３」と、

「１００分の３」とあるのは「１００分の１．

８」とする。 

１６ 平成２１年１月１日から平成２３年１２月

３１日までの期間内に新条例附則第７条の２の

９第３項に規定する所得割の納税義務者が支払

を受けるべき同項に規定する条約適用配当等に

係る同項の規定の適用については、同項中「１

００分の５」とあるのは「１００分の３」と、

「１００分の３」とあるのは「１００分の１．

８」とする。 
  

 （瀬戸市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 瀬戸市市税条例の一部を改正する条例（平成２０年瀬戸市条例第

２７号）の一部を次のように改正する。 



 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

   附 則 附 則 

（個人の市民税に関する経過措置） （個人の市民税に関する経過措置） 

第２条 ＜省略＞ 第２条 ＜省略＞ 

２ 平成２１年度から平成２６年度までの各年度

分の個人の市民税についての瀬戸市市税条例等

の一部を改正する条例（平成２３年瀬戸市条例

第２０号）による改正後の条例第１８条の規定

の適用については、同条第１項第１０号中「特

定非営利活動に関する寄附金」とあるのは、

「特定非営利活動に関する寄附金及び所得税法

等の一部を改正する法律（平成２０年法律第２

３号）附則第５５条の規定によりなおその効力

を有することとされる同法第８条の規定による

改正前の租税特別措置法第４１条の１８の２第

１項に規定する特定地域雇用等促進法人が行う

地域再生法の一部を改正する法律（平成２０年

法律第３６号）附則第２条の規定によりなおそ

の効力を有するものとされる同法第２条の規定

による改正前の地域再生法（平成１７年法律第

２４号）第５条第３項第３号に規定する事業に

関連する寄附金」とする。 

２ 平成２１年度から平成２６年度までの各年度

分の個人の市民税についての新条例第１８条の

規定の適用については、同条第１項第１２号中

「第４１条の１８の３に規定する認定特定非営

利活動法人が行う特定非営利活動促進法（平成

１０年法律第７号）第２条第１項に規定する特

定非営利活動に係る事業」とあるのは、「第４

１条の１８の３に規定する認定特定非営利活動

法人が行う特定非営利活動促進法（平成１０年

法律第７号）第２条第１項に規定する特定非営

利活動に係る事業及び所得税法等の一部を改正

する法律（平成２０年法律第２３号）附則第５

５条の規定によりなおその効力を有することと

される同法第８条の規定による改正前の租税特

別措置法第４１条の１８の２第１項に規定する

特定地域雇用等促進法人が行う地域再生法の一

部を改正する法律（平成２０年法律第３６号）

附則第２条の規定によりなおその効力を有する

ものとされる同法第２条の規定による改正前の

地域再生法（平成１７年法律第２４号）第５条

第３項第３号に規定する事業」とする。 

３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 
  

（瀬戸市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第４条 瀬戸市市税条例の一部を改正する条例（平成２２年瀬戸市条例第

４１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下



 

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

   附 則 附 則 

（施行期日） （施行期日） 

第１条 この条例は、平成２４年４月１日から施

行する。ただし、附則第７条の２の３の規定

は、平成２７年１月１日から施行する。 

第１条 この条例は、平成２４年４月１日から施

行する。ただし、附則第７条の２の３の規定

は、平成２５年１月１日から施行する。 

（経過措置） （経過措置） 

第２条 この条例による改正後の瀬戸市市税条例

附則第７条の２の３の規定は、平成２７年度以

後の年度分の個人の市民税について適用する。 

第２条 この条例による改正後の瀬戸市市税条例

附則第７条の２の３の規定は、平成２５年度以

後の年度分の個人の市民税について適用する。 
  

  附 則

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２４年１月１日から施行する。ただし、第２条

の規定は、公布の日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の瀬戸市市税条例（以下「新条例」とい

う。）第１８条の規定は、市民税の所得割の納税義務者が平成２３年１

月１日以後に支出する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３１４

条の７第１項第１号及び第２号に掲げる寄附金並びに新条例第１８条第

１項各号に掲げる寄附金又は金銭について適用する。 

 


